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オーストラリア金融政策（2022年8月）
4会合連続の利上げで政策金利は1.85％に

1/1

2022年8月2日

（出所）豪州統計局

（2016年1月初～2022年8月2日）

豪州の失業率と消費者物価指数

（％）

次回も0.5％ポイント利上げの可能性大だが、その後はデータ次第か

RBA（豪州準備銀行）は8月2日（現地）の理事会で、市場予想通り政策金利を1.35％から1.85％へ、

0.5％ポイント引き上げることを決定しました。利上げは今年5月から4会合連続で、0.5％ポイントの利上

げは3会合連続になります。

声明文では、労働市場を中心に足元の経済が強いことやインフレ率がこれから一段と加速する見通しで

あることが示されました。具体的には、過去50年で最低水準にある失業率が今後数カ月で一段と低下し、

消費者物価指数（前年同期比）が直近4-6月期の+6.1％から今年の10-12月期には+7.75％へ加速すると

の予想です。一方、「景気を安定させつつ、インフレ率を目標の2～3％内に戻すことを重視する」との姿

勢や「高インフレと利上げが家計を圧迫している」との認識を示した上で、今後の利上げはあらかじめ設

定された道筋にあるわけではなく、得られるデータやRBAの物価・雇用見通しに依存するとの見解が述べ

られました。そのため、市場の想定より利上げが進まないのではないかとの思惑が強まり、発表後の金融

市場は金利低下・豪ドル安の反応となりました。

インフレ率が更に加速する見通しであることなどを考慮すると、次回も0.5％ポイントの利上げが決定

される可能性が高いと考えられます。ただし、その後どこまで利上げを進めるかは上述の通り不確実性が

高いため、雇用・物価・消費に関する経済指標や国際商品市況の動向を注視していく必要がありそうです。

豪州の金利と為替

（出所）ブルームバーグ

（失業率：2000年1月～2022年6月）
（消費者物価指数：2000年1-3月期～2022年4-6月期）

（％）

※政策金利は決定日ベース、10年国債利回りは2022年7月29日
まで、豪ドル円は2022年8月1日まで
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